
令和 2年度 Go To Eat キャンペーンに係る事業のうち
食事券発行委託事業（鳥取県）

実施報告書

令和 3年 11 月 30 日

とっとりGo To Eat共同事業体
【（株）新日本海新聞社・（株）JTB・中央印刷（株）】
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事業実績概要

事業実績概要

食事券販売・利用期間と事業期間（延長期間）

事業名称

食事券名称

販売総額実績

換金実績

精算実績

プレミアム総額実績

販売率

１セットあたりの構成

販売価格

販売期間実績

利用期間実績

加盟店舗数

とっとりGo To Eatキャンペーン

とっとりGo To Eatプレミアム付食事券

4,294,060,000円（発行額枠＝50億円）販売429,406セット

4,264,090,800円※不正利用3,560,800円分含む（4,451枚×800円）

4,260,530,000円

852,106,000円（プレミアム枠＝10億円）

85.88％

額面総額10,000円（1,000円券×10枚）

1セットあたり8,000円

2020年11月2日（月）～2021年7月31日（土）

2020年11月6日（金）～2021年8月31日（火）

1,302店舗（2021年8月31日最終）

※販売休止期間なし

※利用休止期間なし

10 1011 1112 1 2 3 4 5 6 7 8 9

食事券
販売期間

食事券
利用期間

事業期間

当初期間
2020/11/2～2021/1/31

当初期間
2020/11/6～2021/3/31

当初期間
2020/10/7～2021/5/31

1 回目延長
～2021/8/31

2 回目延長
～2021/11/30

1 回目延長
～2021/2/28

1 回目延長
～2021/6/30

2 回目延長
～2021/8/31

2 回目延長
～2021/5/31

3 回目延長
～2021/7/31
※鳥取県と
　協議の上延長

※鳥取県と
　協議の上延長

2020 2021年

月
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実施体制(共同事業体)

（株）新日本海新聞社・（株）J T B・中央印刷（株）

とっとりGo To Eat 共同事業体　構成企業

鳥取県商工会議所連合会

鳥取商工会議所、米子商工会議所、倉吉商工会議所、境港商工会議所

鳥取県商工会連合会

鳥取市東商工会、岩美町商工会、鳥取市西商工会、八頭町商工会、若桜町商工会

鳥取市南商工会、智頭町商工会、湯梨浜町商工会、三朝町商工会、北栄町商工会

琴浦町商工会、米子日吉津商工会、大山町商工会、南部町商工会、伯耆町商工会

日南町商工会、日野町商工会、江府町商工会

公益社団法人鳥取県観光連盟

■協力地元経済団体

　共同事業体は代表社を新日本海新聞社とし、事務局、加盟店募集・管理、食事

券販売（Ｂ４版券）、広報の業務を新日本海新聞社が、Ｂ４版食事券の印刷と在

庫管理、配送の業務を中央印刷が、食事券販売（ローソン券）、コールセンター、

精算・換金業務をJTBがそれぞれ担当しました。

　代表社の新日本海新聞社の各拠点（鳥取市、倉吉市、米子市）を核に、加盟店

募集や問題対応などで、地域に根ざした事業展開を行いました。

　また県商工会議所連合会、商工会連合会を通じ、下記の地元経済団体と協力

体制を取り、地域の飲食店と全国の生産者を元気にするキャンペーンを展開し

ました。
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実施体制(組織図)

新日本海新聞社

鳥取県
鳥取県商工会議所連合会
鳥取商工会議所　米子商工会議所
倉吉商工会議所　境港商工会議所
鳥取県商工会連合会
鳥取県内 18商工会
公益社団法人鳥取県観光連盟

とっとりGo To Eat 事務局

【再委託】（株）エスマート

コンビニ券売

【再委託】
（株）ローソンエンタテインメント

Ｂ４食事券売

Ｂ４食事券売

Ｂ４食事券売

Ｂ４食事券売

【再委託】（株）丸合

【再委託】（株）マルイ

【再委託】（株）サンマート

農林水産省様

実績確認監査事業者

鳥取県

実績報告

情報共有
相談・要請

実
績
報
告

食事券販売（実券販売）

新日本海新聞社

新日本海新聞社

新日本海新聞社

JTB

JTB

Ｊ
Ｔ
Ｂ

食事券販売（コンビニ）

食事券回収・精算・送金

中央印刷

食事券印刷・在庫管理・配送

広　報

加盟店舗募集・管理

相
談
窓
口
・
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

協　力

※代表社

　鳥取県とはコロナ感染対策や期間延長に関する協議など、常に情報共有、相談等を行

い事業運営を実施しました。また期間延長に伴い、スーパーでの食事券販売窓口につい

て再委託が発生しました。
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遂行体制(事務局体制フロー)

問い合わせ対応

ＪＴＢ

とっとりGo To Eat 事務局

農林水産省様

新日本海新聞社

事業運営本部

■管理責任者：遠藤 一郎
■副管理責任者：小谷 和之
■事務局長：足立 芳郎

ＪＴＢ

■Dir：河野 明百

食事券回収・精算・送金チーム

コールセンター

券回収

精算・換金

・店舗マニュアル作成
・店舗説明会実施
・店舗への配送指示
・引換販売店請求書発行～入金確認
・換金データ作成
・コールセンターマニュアル作成
・問い合わせ・クレーム対応
・電話対応指示
・オペレーター管理・研修

新日本海新聞社

■Dir：井川 広志

加盟店募集・管理チーム

加盟店受付

・加盟店募集計画作成
・募集要項作成
・店舗対応窓口
・店舗データ作成・管理
・加盟店審査
・商工会議所・商工会調整

事務局運営

■事務局運営統括：足立 芳郎
■事務局運営副統括：古賀 真美
■事務局運営副統括：山崎 昌史
■セキュリティー対策責任者：井川 広志
■出納管理者：村上 正人

・全体行程の管理
・主催者様対応窓口
・関係者調整
・出納管理
・実績確認事業者報告業務

・事務局労務管理
・業務委託契約作成
・実施計画策定
・報告書作成

新日本海新聞社

ＨＰ管理

広報物デザイン

新日本海新聞社

■Dir：山崎 昌史

広報チーム

・広報計画策定
・マスコミ対応
・HP管理

新日本海新聞社

■Dir：平尾 岳文

食事券発行・販売チーム

・食事券印刷・配送
・食事券販売マニュアル作成
・会場販売計画作成・運営
・食事券残数管理

ＪＴＢ

チケットセンター販売

会場販売

■Dir：西尾 博志

コンビニ販売

ＪＴＢ

問い合わせ対応

中央印刷

券印刷・管理・配送
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　県内3ヵ所に申請・審査拠点を置き、
地域の飲食店情報を把握しやすい体
制をとりました。これにより迅速で
円滑な審査を可能とし、申請時の店
舗とのトラブルを回避するとともに、
不正申請を防ぎました。

ディレクター

県東部担当（鳥取市） 県中部担当（倉吉市） 県西部担当（米子市）

井川 広志（新日本海新聞社）

川上 　学（新日本海新聞社）
浦川 尚大（新日本海新聞社）

生田 智美（新日本海新聞社）
西本 瑞希（新日本海新聞社）

井川 広志（新日本海新聞社）
太田 久仁子（新日本海新聞社）
盛山 友歌（新日本海新聞社）

食事券利用開始時（2020/11/6）1018 店
本年当初（2021/1/1）1257 店
食事券利用期間終了時（2021/8/31）1302 店

加
盟
店
募
集
チ
ー
ム

（
新
日
本
海
新
聞
社
）

食事券回収・精算・送金チーム
（ＪＴＢ）

（株）エムアンドエムドットコー
（公式サイト管理会社）

飲食店

申込書・Webにより
加盟店申請

店舗・換金情報
を提供

公式サイト掲載
情報を提供

承認

　加盟店は、当初から予定していた2020年10月20日～12月11日と、食事券販売期間延長に伴って2021年2月1日
～7月31日に募集しました。飲食店からの登録申請は、郵送とオンラインの両方で受け付けました。(6、7ページ参
照)GoToEatに参加するために必要な条件を定めた同意書の全ての項目に同意することを必須とし、オンライン
では全項目にチェックを入れないと申請できない仕様としました。期間中、1442件の申請があり、1334店を加盟
店に登録しました。
※閉店・中途解約に伴って32店舗の登録を取り消しました。

加盟店募集業務(体制・業務フロー等)

加盟店審査

加盟店募集・管理チーム　組織体制

業務フロー

加盟店募集要項

加盟店数の推移
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加盟飲食店登録申込フォーム ( 公式サイト )

加盟店募集業務(公式サイト)
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加盟店募集業務(登録申込書)

加盟飲食店登録申込書
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